
日本の知財AIの国際展開：「安全な知財インフ
ラ」としての戦略的構築と展望 

Gemini 3.1 pro 
序論：次世代のグローバル知財インフラとしての日本発AI 
グローバル化と技術革新が加速する現代において、特許、商標、意匠を含む知的財産（IP）データ
は、国家および企業の競争力を決定づける中核的な情報資産となっている。世界的な特許出願件

数の急増に伴い、既存の検索・審査システムの処理能力は限界を迎えつつあり、人工知能（AI）を活
用した次世代の知財業務プロセスの構築が急務となっている。このような背景のもと、日本の知財AI
技術は、単なる国内市場向けの業務効率化ツールという枠組みを超え、国際的な「安全な知財イン

フラ」としてグローバル展開する蓋然性を高めている。 

本報告書は、日本の知財AIが国際市場において確固たる地位を築くための法的基盤、技術的競争
力、新興国（特にASEAN）への戦略的展開、そして国際標準化（ルール形成）におけるイニシアチブ
について網羅的に分析するものである。日本の知財AIが持つ最大の強みは、単なるアルゴリズムの
精度にとどまらず、「データの安全性」「法規制への適法性」、そして「政府間協力に基づく制度的互

換性」を統合したアーキテクチャにある。これらの要素がどのように連動し、グローバルな知財エコシ

ステムの中核を担うインフラとして機能し得るのかを体系的に論述する。 

法規制・制度的基盤の優位性と戦略的課題 
日本の知財AIが国際的な競争力を持つための最大の基盤は、他国に類を見ないイノベーション親
和的な著作権法体系と、柔軟なAIガバナンス戦略にある。しかし、この優位性を維持・拡張するため
には、グローバルな規制要件との摩擦や、国内における過剰規制のリスクを精緻にコントロールす

る必要がある。 

著作権法第30条の4がもたらす開発優位性 
日本のAI開発環境を語る上で欠かせないのが、著作権法第30条の4（非享受目的の利用）の存在
である。同法は、人間が著作物の思想や感情を直接的に享受することを目的としない「情報解析」等

の用途において、権利者の許諾なしに著作物を利用（学習データとしての収集等）することを広範に

認めている1。この規定の核心は、人間が小説を読んで楽しむ行為とは異なり、AIがインターネット上
から膨大なテキストや画像を収集して統計的確率、言語的特徴、パターンを抽出する行為を「非享受

目的」と位置づけている点にある1。 

シンガポールの著作権法第244条（計算データ分析のための利用例外）と並び、この規定は日本を
グローバルな「AIトレーニングの天国（Haven）」として位置づけている2。シンガポールが国家AI戦略
の一環として「合法的なアクセス」を条件にデータマイニングを許可しているのと同様に、日本もモデ

ル構築の初期段階において法的リスクを極小化しつつ大規模な学習データセットを構築するための

強力な法的基盤を提供している1。欧州連合（EU）や英国においてもテキスト・データ・マイニング（
TDM）の例外規定は存在するものの、権利者によるオプトアウト（利用拒否）の権利が留保されてい



る場合が多く、商用利用に対するハードルが著しく高い現状がある2。 

この制度的優位性により、日本の知財AIプラットフォームは、世界中の特許文献、非特許文献（NPL
）、科学論文等の膨大なデータを適法にクローリングし、高度な自然言語処理モデルを構築すること

が可能となっている。しかしながら、この規定は絶対的な免責を与えるものではなく、「著作権者の利

益を不当に害する場合」は適用除外となるという重要な但し書きが存在する1。文化庁の解釈によれ

ば、特定のクリエイターの作品を集中学習させて作風を模倣し、市場におけるライセンス収入と直接

競合するような場合は、この但し書きに抵触する可能性が高いとされる1。 

したがって、グローバル展開を視野に入れた場合、企業が商用利用する際のコンプライアンス要求

に応える「安全なインフラ」としての価値を証明しなければならない。生成AIの信頼性は「類似性（既
存の著作物との類似）」と「依拠性（AIがその著作物を参照したか）」という二つの要素で評価される1

。日本の知財AIツールは、特定のクリエイター名や既存のテキストをプロンプトに入力することを制
限する機能や、生成プロセス（プロンプトと修正ステップ）のログを保存して意図的な剽窃がなかった

ことの客観的証拠を残す機能など、厳格なプロセス管理をシステム内部に実装することが求められ

る1。また、著作権処理済みのデータのみを学習したAdobe Fireflyや、法的トラブルに対するベン
ダー補償を含むGoogle Geminiのようなツールをコーポレート・ディフェンスの最前線として参照しつ
つ、出力結果に対する逆引き画像検索やテキスト剽窃チェッカーによる最終的な人間による検証（

Human-in-the-loop）を組み込むことが不可欠である1。 

EU AI法との対比に見る「イノベーション・ファースト」のガバナンス 
グローバルなAI規制の潮流は、大きく二つのアプローチに分かれつつある。一つは、EUが主導する
事前リスク統制と強力な罰則を伴う「包括的リスク・フレームワーク」である3。EU AI法は、基本的人
権の保護、倫理的配慮、そして安全性リスクに対する懸念を基盤として構築されており、違反時には

最大3,500万ユーロまたは全世界年間売上高の一定割合という極めて厳しい制裁金が科される可
能性がある4。これは法的確実性と加盟国間の調和を優先する一方で、規制の複雑さを増大させる

アプローチである4。 

対して日本は、既存の法制度（個人情報保護法や各業法）の枠組みを活用しつつ、技術革新を阻害

しないソフトローを中心とした「イノベーション・ファースト」のアプローチを採用している3。2025年9月
に全面施行された日本の「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI推進
法）」は、世界で最もAIに優しい国を目指すという政府の野心を反映し、罰則規定を設けず、AIの開
発・提供・利用に関する基本理念と国・事業者の責務を定める基本法として機能している4。このアプ

ローチの背景には、AIを効率化と社会善をもたらすツールとして捉える文化的視点と、政府と産業界
の緊密な協力によって非拘束の規範を遵守してきたビジネス文化が存在する6。 

国際的な事業展開を行う企業にとって、日欧の規制アプローチの違いはコンプライアンス上の重大

な課題となる3。日本の知財AIが海外の法務・知財部門で採用されるためには、単に日本の緩やか
な規制に準拠するだけでなく、EU AI法が求める透明性、トレーサビリティ、および人権侵害リスクの
排除といった要件を技術的に満たす（あるいは設定で準拠レベルを引き上げられる）設計構造が必

要となる5。両者のフレームワークは根本的に異なるものの、国際協力の促進と透明性の向上という

点では収束しつつあり、日本のモデルは強制的コンプライアンスの代替案として国際的なAIガバナン
ス・エコシステムに貴重な洞察を提供するものである5。 



 

 
 
知財戦略本部による新規制案と日米連携への影響 
このように日本が国際的な評価を築き上げてきた一方で、日本のAI・知財政策における重大な懸念
材料として浮上しているのが、内閣府知的財産戦略本部が検討を進める新たな知財・AIに関する規
範（コード）のドラフトである8。このドラフトは、権利者が自身のコンテンツがAIモデルの学習にどのよ
うに使用されたかを追跡できるシステムの構築を目指すものであり、AI開発者に対して技術的構造
の全面的な開示を求める内容を含んでいる8。 

具体的には、モデルのアーキテクチャや学習手法の概要を開示することに加え、公開データセット、

ウェブクローリングによるプライベートデータセット、サードパーティのソース、あるいは合成データ（

Synthetic data）のいずれから抽出されたかを問わず、学習データの種類と出所を特定することが要
求される8。さらに、AI企業は学習プロセス、データ利用、システム活動に関する長期間の記録を保持



し、主要な開発上の選択肢を追跡できる文書を維持することが求められる8。これらの要件は、日本

の生成AIシステムを提供するあらゆる開発者やプロバイダーに対して、本社所在地を問わず適用さ
れるとされ、企業は年次のコンプライアンス声明の公開を義務付けられる8。 

このアプローチは、G7広島AIプロセスなどで日米が共同で提唱してきた「ライトタッチでイノベーショ
ン志向」なAIガバナンスから根本的に逸脱するものである8。クローラー活動の詳細な追跡や、合成

データの出所証明など、技術的に実現が極めて困難な要件を課すことは、国際的なコンプライアン

スの整合性を著しく損なうリスクを孕んでいる。現在、トランプ大統領と高市首相（記事時点の言及に

よる）の下でAIを中心とした経済・技術統合の深化を目指す「日米関係の新たな黄金時代」が模索さ
れている中、このような過剰規制は戦略的な不協和音を生み出しかねない8。このドラフトが原案通り

に法制化されれば、日本の知財AIベンダーは国内における過剰な証明義務に膨大な開発リソース
を奪われ、国際市場における競争力や「安全で信頼できるAIインフラ」としてのブランディングを自ら
毀損することになる。政策立案におけるイノベーション推進と知的財産権保護の適切なバランスの再

構築は、日本の知財AI産業がグローバルな成功を収める上での最大のボトルネックとなり得る。 

日本発の知財AI技術とプラットフォームの競争力 
国際市場において日本の知財AIが「基幹インフラ」として機能するためには、LexisNexis、Clarivate、
PatSnapといった既存のグローバル・メガプレイヤーに対する明確な差別化要因と代替不可能性を
提示しなければならない。特許調査は、わずか一つの先行技術文献の見落としが数年に及ぶ権利

化業務を無効化し、顧客を莫大な賠償を伴う訴訟リスクに晒す極めてリスクの高いプロセスである10

。日本の知財AIプラットフォーム群は、大規模言語モデル（LLM）の高度な自然言語処理能力を活用
した「エージェント型プロセスの可視化」「ゼロトラスト対応の機密性担保」、および「概念ベースの探

索能力」という点において、世界標準を書き換える特異な優位性を築きつつある。 

 

プラットフォーム / ツール 主要な技術的差別化要因 国際展開における強み 

Tokkyo.Ai ディープエージェント方式、思

考・調査プロセスの可視化、

自律実行11 

調査のブラックボックス化を

防ぎ、法的証拠としての説明

責任（アカウンタビリティ）を

担保する。 

Patentfield INPADOC（リーガルステータ
ス）統合、WIPO識別子対応、
AI分類予測12 

複数法域にまたがる特許群

の包括的管理と、グローバル

チームでの利用を想定した

多言語UI13。 

Amplified.ai 概念ベースのAI検索（1億
4,000万件超）、協働ワーク
フロー、自動参照トラッキング
14 

キーワードやクラスコードに

依存しない直感的な探索に

より、異分野の特許やノイズ

に埋もれた先行技術を瞬時



に抽出16。 

Mirai Translate TOEIC 960点相当の高精度
AI翻訳、データの二次利用完
全排除17 

機密性の高い未公開特許明

細書をセキュアに翻訳し、

ASEAN等の非英語圏での出
願リスクを低減。 

思考プロセスの可視化とエージェント型AI：Tokkyo.AiとPatentfield 
従来の特許検索システムは、高度な専門知識を持つサーチャーが複雑な論理式（Booleanクエリ）を
手動で組み立てることを前提としていた。これに対し、日本の最先端知財AIは、AI自身が自律的に
調査・分析を実行するエージェント型アーキテクチャへと進化している。 

例えば、リーガルテック株式会社が展開する「Tokkyo.Ai」プラットフォームは、最新の言語モデルのト
レンドである「Deep Research」を知財実務向けに再定義し、AIの思考・調査プロセスを完全に可視
化する「ディープエージェント方式」を実装している11。このシステムは、検索式の構築から分析過程、

さらには特許出願文書のドラフト作成に至るまでの一連のプロセスをAIが自律実行し、かつその全
過程をユーザーが後から検証（Verify）可能にするものである11。特許の無効資料調査（Invalidity 
Search）や侵害予防調査（FTO）においては、最終的な結果の正確性だけでなく、「どのような論理的
パスをたどってその結論に至ったか」という過程の説明責任が、特許訴訟等の法的手続きにおいて

極めて重要となる。思考プロセスをブラックボックス化させないこのアプローチは、企業の知財部や

国際法律事務所の厳格な業務要件に合致する。 

また、「Patentfield」はビッグデータ可視化やAIセマンティック検索を前面に押し出し、技術動向の俯
瞰やホワイトスペース分析において強力な機能を提供している12。同プラットフォームはWIPOの識別
子（WO）をネイティブにサポートし、国際特許データ（INPADOC）のリーガルステータスをシステム深
部に統合することで、複数法域をまたがる特許群の包括的な管理・分析を可能にしている13。英語と

日本語の両方で展開されるプロフェッショナル検索ラベルや、各国の公開特許をフィルタリングする

機能は、日本国内にとどまらず、グローバルな研究開発チームによる横断的な共同作業を念頭に設

計されている13。AI分類予測モデルや、教師データの設定機能など、企業固有の技術分類にAIを適
応させる機能も備えている13。 

概念ベースのAI検索と協働ワークフロー：Amplified 
グローバル展開において最も顕著な成功を収めつつあるプラットフォームの一つが、「Amplified.ai」
である。同プラットフォームは、現在13カ国の企業、研究機関、特許庁、法律事務所において導入さ
れており、1億4000万件以上の特許文献と科学文献を網羅する巨大なデータベースを有している14

。 

Amplifiedの最大の技術的差別化要因は、単なるキーワードや国際特許分類（IPC/CPC）に依存しな
い、文脈を深く理解する「概念ベースのAI検索（Concept-based searching）」の実装である16。AIが
特許文献の全文を読み込み、ユーザーが入力したテキスト（例えば発明提案書のドラフトや自然言

語による課題説明）の文脈と照合することで、従来の検索式では「ノイズ」として除外されてしまうよう

な、表現は異なるが概念的に類似する先行技術を数秒で抽出する16。これにより、知財専門家は検



索式の構築に費やしていた時間を50〜80%削減し、分析や戦略立案という高付加価値業務に集中
することが可能となる14。 

さらにAmplifiedは、特許業務が個人の職人芸的な作業からチームによる共同作業へとシフトしてい
る現状を的確に捉えている。プラットフォーム上に無制限の閲覧者（Viewers）を招待し、文献に対す
るアノテーション（注釈）やディスカッションのメモをリアルタイムで共有できる協働環境を標準機能と

して提供している15。これにより、研究開発（R&D）部門の技術者と知財部門の弁理士、あるいは社内
と外部代理人との間で発生しがちなナレッジの断絶を防ぐことができる。「今日の調査作業が明日の

内部データベースの燃料となる」という思想のもと、社内の発明データとグローバルな特許データ

ベースをシームレスに統合し、企業のイノベーション創出プロセスそのものを変革するインフラストラ

クチャとして機能している15。同社はさらに、モデルコンテキストプロトコル（MCP）を活用し、LLMを特
許業務のための堅牢な生産性エンジンへと昇華させるための研究開発も進めている16。 

セキュリティと信頼性の比較：グローバルベンダーとの対峙と優位性 
国際市場においては、PatSnap、LexisNexis、Clarivateといった巨大ベンダーが覇権を争っている。
例えばPatSnapは、特許、科学論文、訴訟データなど20億以上の構造化データポイントを持ち、ライ
フサイエンスから材料工学まで幅広い産業向けのAIエージェント（Eureka Analytics等）を統合した圧
倒的な規模を誇る20。また、LexisNexis（PatentSight等）やClarivate（Derwent等）は、長年にわたる
知財管理の実績と、ISO 27001等のエンタープライズ級のセキュリティ認証を有し、公開データの検
索において確固たる地位を築いている23。Google Patentsに至っては、世界最高峰のインフラに裏
打ちされた優れた先行技術検索能力を持つ23。 

しかし、生成AI（LLM）の統合が急速に進むにつれ、企業の最高情報セキュリティ責任者（CISO）や
知財部門のリーダーにとって、「未公開の発明情報や機密性の高い技術プロンプトデータが、プロバ

イダー側のAIモデルの再学習に密かに使用されないか」というエンタープライズ・セキュリティの懸念
がかつてないほど高まっている1。一部の欧米系AI知財プラットフォームにおいては、LLMによるデー
タ処理のプロセスや、顧客ごとのモデルの完全な隔離（Model isolation）に関する透明性が限定的
であり、セキュリティ・コントロールやデータガバナンスのポリシーが製品ポートフォリオ間で不均一で

あるとの指摘が業界内でなされている23。また、Dennemeyerのような老舗サービスプロバイダーで
あっても、AI機能の成熟度とそれに伴うデータハンドリングの不透明性が課題となっている23。Solve 
Intelligenceのような特許ドラフト作成に特化したプラットフォームはSOC 2コンプライアンス等でセ
キュリティを担保しているものの、公開データの包括的な検索能力を持たない23。 

ここに、日本の知財AIツールがグローバル市場に「最も安全で信頼できるインフラ」として深く浸透す
る明確な隙間（ホワイトスペース）が存在する。日本のベンダーは、機密情報の保護を最優先とする

厳格なデータ隔離や、ユーザー入力データの二次利用を完全に排除する契約条項をアーキテクチャ

の初期段階から組み込むことで、「AIの検索性能」と「データの絶対的な安全性」のトレードオフを解
消し得る1。例えば、「Mirai Translate（みらい翻訳）」は、ファイル全体を翻訳するAIを提供しながら、
無料トライアル環境であっても「データの二次利用なし」を明確に保証しており、国内で80万人以上
の業務利用実績とTOEIC 960点相当という世界最高レベルの精度を誇る17。未公開の特許明細書

やM&Aの対象となる機密技術資料を取り扱う知財実務において、このような「ゼロ次利用」の技術
的・契約的確約は、情報漏洩リスクに極度に敏感なグローバル企業からの信頼を獲得するための最



強のパスポートとなる。 

国産基盤モデルの進化と応用：Swallow LLMによるデータ主権の確立 
さらに、日本発の知財AIの底力と将来性を支えているのが、学術機関や政府主導による高性能な国
産大規模言語モデル（LLM）の継続的な研究開発である。東京工業大学（岡崎研究室・横田研究室）
と産業技術総合研究所（AIST）の共同研究から生まれた「Swallow LLM」プロジェクトは、日本語に関
する極めて豊かな文化的・制度的知識を持ちつつ、英語、論理的推論、数学、プログラミングにおい

ても世界トップクラスの性能を発揮する基盤モデルを開発している25。 

Swallowプロジェクトの特筆すべき点は、そのオープンなR&D戦略と、商業利用を広範に許容するラ
イセンス形態（Permissive Licensing）である25。2026年3月時点で、Llama 3.3 Swallow 70Bやコー
ディングに特化したSwallowCode-v2など、132のモデルと19のデータセットが公開され、240万回以
上のモデルダウンロードを記録している25。このような商用利用可能な高性能国産オープンモデルが

継続的に提供されることで、日本の知財ベンダーは、外国産のプロプライエタリなLLM（OpenAIの
GPTやGoogleのGeminiなど）のAPIインフラに過度に依存することなく、自社のオンプレミス環境や
クローズド・クラウド環境で完全に隔離された状態で動作する「ドメイン特化型・知財専用LLM」を独
自にファインチューニングし、クライアントに提供することが可能となる。 

これは単なるコスト削減の枠を超え、データ主権（Data Sovereignty）の観点から極めて重要な意味
を持つ。グローバルな製薬企業や最先端の半導体メーカーは、自社の最重要技術情報を海外の

サーバーを経由するAPIに送信することを極度に嫌う。Swallow LLMのような基盤モデルをベースに
構築された完全に閉じたAIシステムを、クライアントのネットワーク内に直接デプロイ（配置）する能力
は、日本の知財インフラが世界で最も安全なソリューションとして覇権を握るための決定的な優位性

となるのである。 

新興国市場への戦略的展開：ASEAN知財エコシステムの構
築支援 
日本の知財AIが真の意味で国際的なインフラとなるための試金石であり、かつ最大の戦略的市場と
なるのが、急成長を遂げる東南アジア諸国連合（ASEAN）である。日本は長年、政府開発援助（ODA
）や官民連携を通じて、ASEANにおける物理的・制度的な知財インフラの構築を主導してきた。この
政府間協力（G2G）の重厚な歴史的蓄積が、日本の民間知財AIプラットフォームの輸出（B2B/B2G）
を決定的に後押しする不可視のインフラとなっている。 

JPOによるASEAN各局の能力構築とITインフラ支援 
日本国特許庁（JPO）は、世界知的所有権機関（WIPO）や独立行政法人国際協力機構（JICA）と強
固に連携し、「FIT Japan IP Global（独立行政法人日本貿易振興機構等を通じた支援）」の枠組みを
用いて、多年にわたり途上国の知財エコシステム構築にコミットしてきた26。具体的には、知財活用

支援、専門家派遣、人材育成、情報化支援という包括的なアプローチを通じて、途上国発のイノベー

ションが適切に保護・商業化される世界の実現を目指している26。 

特にASEAN地域に対するリソース投下は群を抜いている。実績として、JPOはASEAN各国から多数
の特許審査官を研修生として日本に受け入れ、同時に日本の熟練した特許審査官を専門家として



現地に直接派遣してきた。具体的な受入数を見ると、インドネシアから561名、タイから489名、ベトナ
ムから453名、フィリピンから402名、マレーシアから372名と、数千人規模にのぼる27。ASEAN各国
の特許庁の審査官総数が相対的に少数であることを考慮すれば、この数字はASEANにおける知財
実務者層の大部分が「日本式の審査手法や知財管理の概念」のDNAを直接的に受け継いでいるこ
とを意味する27。 

 

 
 
さらに、JPOは人的支援にとどまらず、ASEAN各国の特許庁におけるITシステムインフラの抜本的な
強化支援も進めている27。審査の効率性を高めるため、各国のITインフラレベルを評価し、
WIPO-CASE（Centralized Access to Search and Examination：特許審査情報のセキュアな集中ア
クセスシステム）等の導入に必要なシステム開発支援を提供している27。また、東アジア・ASEAN経
済研究センター（ERIA）と協力し、製薬分野の顕著な技術に関する特許審査やブランディング戦略に
関する調査研究を重ねている28。JPOがASEAN各局のITインフラ整備と審査基準の策定を深く支援
する中で、日本発のAIを活用した最新の調査・審査システムが、現地の標準インフラとして自然に組
み込まれる可能性は極めて高い29。JPO自身が特許、意匠、商標の画像検索や先行技術検索にお
いて高度なAIツールを活用し、世界で最も効率的な審査（実体審査請求から平均11ヶ月で最初のオ



フィスアクションを発出）を実現している事実は、ASEAN各局に対する強力なショーケースとなってい
る27。 

ASEAN知財レジストリとPPHを阻む言語障壁の打破 
域内でのデータ活用も加速している。WIPOのシンガポール事務所（WSO）は、東南アジア全域で「
ASEAN知財レジストリ（ASEAN IP Register）」に基づく知財データの戦略的活用を推進しており、
2024年から2025年にかけてマニラやバンコクなどで企業や政府機関のリーダーを対象に、データ主
導の知財戦略に関する大規模なワークショップを実施している32。このような域内の知財データ統合

の動きは、AIが国境を越えて横断的にデータを解析・活用するための肥沃な土壌を形成している。 

また、JPOはASEAN進出を狙う企業を支援するため、主要なASEAN各国（ベトナム、インドネシア、タ
イ、フィリピン等）との間で特許審査ハイウェイ（PPH）を構築・更新している28。JPOのポジティブな審
査結果を基礎として利用することで、ベトナムやインドネシアでは特許取得までの期間（Pendency）
を通常よりも大幅に短い2年程度に短縮し、タイやフィリピンでも3年程度で権利化することが可能と
なる33。 

しかし、ここで最大の実務的ボトルネックとなるのが「言語の壁と翻訳リスク」である。英語での明細

書提出が認められているフィリピンを除き、タイ、ベトナム、インドネシアでは、各国の現地語に翻訳

された特許明細書の提出が厳格に義務付けられている33。インドネシアには1ヶ月の翻訳提出猶予
期間があるものの、ベトナムには猶予期間がなく、出願時に完全なベトナム語明細書が必要となる33

。さらに致命的なのは、特許付与後に翻訳の誤りを訂正することが極めて困難であるという事実であ

る。インドネシアでは特許付与後3ヶ月という非常に限られた期間内でのみ訂正が許され、それを過
ぎれば一切の修正が不可能となる33。クレーム（特許請求の範囲）の翻訳に生じたわずかな誤訳が、

特許権の保護範囲を意図せず変容させ、競合他社による容易な回避（デザインアラウンド）を許し、

実質的にその市場における独占排他権を喪失させる事態が頻発している33。 

ここに、AI翻訳技術と高度な検索システムを統合した日本の知財AIツールの、明確かつ切実な需要
と輸出モデルが存在する。出願人に対し、現地代理人からの翻訳文を鵜呑みにせず、少なくとも独

立クレームについては機械翻訳ツールを用いて独立したチェックを行うことが強く推奨されている33。

前述の「Mirai Translate」のような機密性ゼロ次利用を保証する超高精度AI翻訳ツール17と、

AmplifiedやPatentfieldのような多言語特許情報をシームレスに串刺し検索できる知財プラット
フォームをセットでASEAN域内の法律事務所や企業に導入させることで、日本企業の出願プロセス
における翻訳リスクを劇的に低減できる。JPOの人的支援によって整備された審査エコシステム内
に、日本の民間AIツールが実務インフラとして組み込まれることは、日本の知財AIが「国内市場を脱
却し、国際的なインフラとして展開する」ための最も強力かつ現実的な経路である。 

国際標準化と「信頼されるAI」のブランディング 
技術的な優位性や新興国への外交的支援だけでは、欧米の厳格な市場やグローバル大企業に日

本の知財AIを「根幹インフラ」として深く浸透させるには不十分である。最終的な鍵となるのは、国際
標準化機関におけるルール形成（Rule-making）の主導権と、「安全で信頼できるAI（Trustworthy AI
）」としての国家的なブランディング戦略の確立である。 



ISO/IECにおける日本の主導権とマネジメントシステム標準化 
日本は、国際標準化機構（ISO）と国際電気標準会議（IEC）の合同技術委員会（JTC 1）の下部組織
である「SC42（Artificial Intelligence）」において、極めて重要な役割を果たしている34。SC42は、AI
の基盤規格、データ標準、ビッグデータ分析、AIの信頼性（Trustworthiness）、ガバナンスへの影
響、システムのテスト手法、倫理的および社会的懸念など、AIに関する包括的な国際標準化を管轄
する中心的な組織である34。 

特筆すべきは、2023年12月にSC42が発行したAIマネジメントシステムに関する新たな国際規格「
ISO/IEC 42001」の策定過程において、日本の専門家が多数の重要な提案を行い、国際的な議論を
強力にリードした事実である35。この規格は、組織がAIシステムを責任を持って開発・提供・利用する
ための要件を規定するものである。日本の知財AIプラットフォームがこの「ISO/IEC 42001」に早期か
ら準拠し、そのマネジメントシステム・プロセスを第三者から監査可能な状態に保つことは、海外の厳

格なコンプライアンス要件を持つクライアント（特にデータ保護法制に敏感な欧州企業やグローバル

製薬企業など）に対して、プラットフォームの安全性を客観的に証明する最強の武器となる。 

広島AIプロセス（HAIP）とAIセーフティ・インスティテュート（AISI） 
国際的なルール形成において、2023年のG7議長国として日本が主導した「広島AIプロセス（HAIP）」
は、生成AIを含む高度なAIシステムに関する透明性、説明責任、および責任ある開発のための国際
的な原則と行動規範の形成に向けた決定的なマイルストーンであった8。HAIPのブランドロゴに象徴
されるように、日本の桜（2023年G7）からイタリアのオリーブ（2024年G7）へと続く取り組みの連続性
は、相互運用可能なAIガバナンスの枠組みを構築する日本の強いコミットメントと、イノベーションと
安全性のバランスを重んじる姿勢を示している36。 

この国際的協調の国内における実行・評価部隊として、2024年2月に独立行政法人情報処理推進
機構（IPA）内に設立されたのが「AIセーフティ・インスティテュート（AISI）」である37。AISIは、AI技術の
急速な進展に対応し、米国（NIST内のUS AI Safety Institute）や英国のAI Security Instituteと緊密に
連携しながら、AIの安全性評価手法の調査とフレームワークの策定を進めている37。AISI内部にはセ
キュリティチーム、活用（Utilization）チーム、フレームワークチームが組織され、「AI安全性評価の観
点に関するガイド」や、AIシステムに対する具体的な攻撃手法の調査に基づく「レッドチーム演習手
法（Guide to Red Teaming Methodology）」などを公表している38。これらの評価基準は、AIシステ
ムが意図しない用途に悪用されるリスクや、人間の心理的側面に及ぼす悪影響を未然に防ぐことを

目的としている40。 

さらに、経済産業省（METI）と総務省（MIC）は、既存の枠組みを統合し、AIの開発者、提供者、利用
者すべてを対象とした「AI事業者ガイドライン（第1.0版、後に1.1版へアップデート）」を公表している38

。このガイドラインは、AIのライフサイクル全体を通じたガバナンスの実践的アプローチと具体的な
チェックリスト（ワークシート）を提供しており、日本の事業者がクロスボーダーの活動を行う際に、各

国の法律を遵守し、国際的なステークホルダーの期待（Stakeholders' expectations）に応えるため
の明確な道標となっている37。 

日本発の知財AIベンダーは、これらの国家レベルのガイドラインやAISIの厳格な評価フレームワーク
を自社の開発・運用プロセスに深く組み込むべきである。国内のガイドラインを満たし、国際的な規

格に準拠することで、単なる「便利な検索ツール」から、「国家の信頼性保証スキームと国際標準に



裏打ちされた、世界で最も安全な知財インフラ」へとその位置づけを昇華させることができるのであ

る。 

 

戦略的ドメイン 取り組みの主体 グローバル知財AIインフラと
しての機能・効果 

国際標準化 (ISO/IEC) 専門家 / 産業界 ISO/IEC 42001 (AIマネジメン
トシステム) の策定主導によ
り、日本製品のグローバルな

コンプライアンス準拠性を客

観的に担保34。 

国際的原則 (HAIP) 日本政府 (G7) 生成AIの透明性と責任ある
開発の原則を主導し、「日本

のAI＝安全かつイノベーショ
ン志向」というグローバルな

ブランド（規範）を確立8。 

安全性評価 (AISI) IPA / 政府 レッドチーミング等の安全性

評価フレームワークの提供を

通じ、知財AI特有の機密性
やサイバー攻撃への脆弱性

に対する客観的検証手段を

提供37。 

事業者ガイド (METI) METI / MIC 開発・運用ライフサイクルに

おける実践的ガバナンス指

針を提示し、国際的なステー

クホルダーの要求に応える

強靭な運用体制を構築37。 

結論および今後の戦略的展望 
日本の知財AIが国内市場の枠組みを超え、国際的な「安全な知財インフラ」としてグローバルに展開
する可能性は極めて高く、その実現に向けた技術的・制度的・外交的な土台はすでに強固に整備さ

れつつある。本分析から導き出される今後の戦略的展望および具体的な提言は以下の通りである。 

第一に、「セキュア・バイ・デザイン」の徹底と明確な差別化である。グローバル市場において、

PatsnapやLexisNexis、Clarivateといった先行する巨大プラットフォーマーに対抗するためには、単な
るAIの検索精度や機能の多寡で競争するだけでなく、「データの不可侵性」と「顧客プロンプトの二次
利用（ゼロ次利用）の完全な排除」を絶対的なコア・バリューに据える必要がある1。日本企業は、

ISO/IEC 42001などの国際規格や国内の「AI事業者ガイドライン」に準拠した厳格なデータ管理・隔



離アーキテクチャをシステム設計の最上流に組み込み、「世界で最も機密性が高く安全なエンタープ

ライズ知財インフラ」としてのブランディングを確立すべきである。 

第二に、法規制の「イノベーション・フレンドリー」路線の堅持と過剰規制の排除である。著作権法第

30条の4がもたらす機械学習環境の自由度と、罰則を伴わないAI推進法のアプローチは、日本の知
財AIエコシステムが迅速に成長するための最大の強みである2。知財戦略本部が現在検討している

とされる、クローラー活動の詳細追跡や合成データの出所証明など、技術的に実現不可能なデータ

開示要件（ドラフト・コード）は、この競争優位性を内部から崩壊させる極めて深刻なリスクを孕んでい

る8。政府は、クリエイターの権利保護とAI産業の育成のバランスを慎重に見極め、日米の緊密な連
携と国際的な協調を前提とした、現実的かつ技術中立的なガバナンス・フレームワークを強固に維

持することが求められる。 

第三に、ASEAN市場における「制度・IT・AI」の三位一体輸出の加速である。JPOによるASEAN各国
の審査官に対する長年にわたる大規模な人的研修実績や、WIPO-CASE等を活用したITインフラ支
援は、日本発の知財システムが現地に深い信頼をもって受容されるための極めて強固な基盤となっ

ている27。この「G2G（政府間）」の支援インフラと連動する形で、Amplified、Patentfield、Tokkyo.Ai
などの民間知財AIプラットフォームとMirai Translateのような高精度AI翻訳ツールを融合させ、「B2G
（企業対政府）」および「B2B（企業対企業）」のソリューションとして束ね、ASEAN域内の特許庁や法
律事務所へ戦略的かつパッケージとして輸出していくべきである。審査インフラとAI業務ツールを不
可分な一体として展開することで、ASEAN全域の実務プロトコルを日本の知財エコシステムに深く組
み込むことが可能となる。 

第四に、基盤モデルの自律性の確保と「知財特化型LLM」の開発推進である。Swallow LLMのよう
な商用利用可能な国産オープンモデルの継続的な進化は、海外製プロプライエタリAIモデル（API）
への過度な依存を防ぎ、極めて機密性の高い知財業務における「データ主権（Data Sovereignty）」
を完全に確保するために不可欠である25。日本の知財・法務分野の膨大な固有データセット（特許明

細書、判例、審査基準、拒絶理由通知書など）を用いてこれらの基盤モデルを独自にファインチュー

ニングし、「高度な多言語処理能力と深い知財ドメイン知識を併せ持ち、かつオンプレミスで完全に

隔離運用できる特化型AI」として国際市場に提供することが、次世代のインフラ覇権を確実に握るた
めの鍵となる。 

総括として、日本の知財AI産業は単なるソフトウェア・ツールの輸出という段階をすでに脱却し、適法
かつ強靭なデータガバナンス、政府による確固たる制度的裏付け、そして高度に洗練されたAIテクノ
ロジーを統合した「信頼されるアーキテクチャ」そのものを国際社会に提示する段階に突入している。

官民が一体となり、これらの戦略的強みを相互に連携・増幅させることで、日本の知財AIは世界のイ
ノベーションプロセスを根底から支え、防衛する「安全なグローバル知財インフラ」として、揺るぎない

地位を確立するであろう。 
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